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研究成果の概要（和文）：本研究では、土壌CO2フラックスのフィールド測定を実施し、自然界では土壌CO2フラ
ックスが土壌温度や水分、土壌有機分の関数で表したモデル式を構築した。とくに、その最大値以上のCO2フラ
ックスが検出された場合に地下貯留層からの漏えいを検知できることを明らかにし、陸域CO2貯留サイトにおけ
るモニタリングと警戒に関わる手法を提示した。さらに、国内外で測定された土壌CO2ガスフラックスデータを
収集・分析した結果、温暖化によって表層土壌温度が1℃上昇すると仮定した場合、全世界の陸域から大気に放
散される土壌CO2量が約10%(年間220億トンに相当)増加するポテンシャルを有することが明らかになった。

研究成果の概要（英文）：Field measurements of soil CO2 flux were conducted, and a model formula to 
express soil CO2 flux at the natural grand level as a function of soil temperature, moisture, and 
soil organic matter was constructed. We have proposed monitoring and warning methods for terrestrial
 CO2 storage sites by CO2 leakage from geological storage. In particular, we clarified that a CO2 
gas leak from underground CO2 storage reservoirs can be detected when CO2 flux exceeds the maximum 
line of the soil CO2 flux vs. temperature. Furthermore, we collected and analyzed soil CO2 flux data
 measured overseas and in Japan. It has been revealed that the increasing potential rate of global 
soil CO2 emissions is about 10% (equivalent to 22 billion tons per year) assuming surface soil 
temperature rises by 1 deg. C due to global warming of the atmosphere. 

研究分野： 地球資源システム工学

キーワード： 地球温暖化　CO2地中貯留　土壌CO2ガス　土壌温度　森林　分離・回収

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
温暖化対策として期待されているCO2地中貯留に おいて実施周辺地域の住民の安全・安心を担保する上で地表
CO2ガスフラックスのモニタリングは必要であり、本研究で構築する関係式は、CO2貯留を実施している地域での
CO2漏えい判定に関わる土壌 温度などに対するCO2ガス放散量の自然ベースラインの確立にも寄与する。また、
気温、降雨量などの気象条件、土壌温度および水分などの環境条件と土壌CO2ガス放散量との関係式を構築し、
この関係式から約1℃の表層土壌温度の上昇に対する土壌CO2ガスフラックの増加量を推算し、温暖化に伴うフィ
ードバック効果を検証することは地球環境を考慮すると学術的に意義が大きい。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９，Ｆ－１９－１，Ｚ－１９（共通） 
 
１．研究開始当初の背景 

地球全体においては，年間約 9000 億トンの CO2が放出と吸収を繰り返し循環している。また，人類の活動
に起因する CO2排出量は年 330 億トン程度と推定されており，その約 1/3 の 100 億トンの CO2が大気中に残
留し，大気中の CO2 濃度が年 2ppm ずつ上昇する原因となっている。一方，地球上の表層土壌中には陸上
の全バイオマスに含まれる炭素量の約 3 倍に相当する約 1 兆 5000 億トンの炭素が内在している。また，土
壌から大気への自然 CO2 ガスフラックス（フラックス）は，全 CO2 循環量の約 1/4 を占め，人為起源による CO2

フラックスの約 7 倍に相当すると算定されていることから，その増加は地球環境にフィードバックされることが
推測される。いま，地球温暖化によって大気温度が 1～2℃上昇すると表層土壌温度も少なくとも 1℃上昇し，
土壌CO2ガスフラックスの増加を誘引する可能性が高い。例えば，平均5%増加すると仮定した場合，COP21
で合意された削減量に匹敵する年 100 億トンと概算されることから，熱帯から寒帯までの全ての土壌 CO2 ガ
スフラックスの変化量に関わる予測が必要である。一方，CO2 地中貯留は，化石燃料を利用しながら大気中
への CO2排出量を削減できる方法として商業化が世界で進められている。概ね 1000m 以深の帯水層を対象
とした CO2地中貯留に関わる商業プロジェクトや実証試験が世界で実施されている。貯留された CO2は貯留
層上の泥岩層などにより地表への移流（漏えい）が遮蔽されるが，その安全性に関するアセスメントやモニタ
リングは周辺地域の住民の合意や理解を得るために不可欠である。貯留された CO2 の漏洩挙動や季節変動
や降雨などの影響を受ける自然土壌 CO2 挙動を評価するためには，少なくとも年単位のモニタリング期間を
要する。一方，地表から大気中へは年5000ton/km2程度の CO2ガスが放散密度と概算され，量的には漏えい
CO2 の放散密度と同等レベルとなることが想定される。したがって，陸域の CO2 地中貯留実施地域において
CO2漏えいの有無を CO2ガスフラックスから判断するためには，自然土壌CO2ガスの放散特性を十分に把握
しておくことが求められる。とくに，自然土壌 CO2 ガスフラックスは季節の温度変化や降雨などの様々な気象
条件によって日々変動しており，更に土壌水分の飽和度によってもそのフラックスは大きく変化し，漏えいに
伴う増加と区別するためには，表層土壌温度や水分などの条件に対する関係式の構築が必要である。この
関係式は，季節による土壌温度の変化に対する CO2 ガスフラックスを表すものであるが，今後の温暖化に伴
う表層土壌温度の上昇による地球上の全ての土壌 CO2 ガスフラックスの増加率推定にも利用できると推定さ
れ，熱帯から寒帯に至る異なった気候条件を包含する研究が重要である。 
 
２．研究の目的 

地球温暖化に伴い，世界の地表近傍の大気温度が今後 1～2℃程度上昇すると予想されており，それに
伴って地表から 30cm 程度の表層土壌温度も 1℃程度上昇する可能性を有する。これらの土壌からの自然
CO2 フラックスは，全地球の炭素循環量の約 1/4 を占め，その増加は地球温暖化と気候変動に対しフィード
バック効果を持つ可能性があると懸念されるが，その影響は世界的に十分に評価されていない。本研究は，
申請者らが開発を完了した土壌 CO2 ガスフラックス・モニターを用いて，九州大学試験フィールドおよび熱帯
や亜寒帯フィールドにおいて，表層土壌から大気への CO2 ガスフラックスの長期連続測定を実施し，自然土
壌 CO2 フラックスの変化予測を実施することを目的としている。とくに，九州大学伊都キャンパスの測定フィ
ールドで，3 つの異なる地点における環境要因や土壌特性が土壌 CO2フラックスに及ぼす影響を調べ，
気温，降雨量などの気象条件，土壌温度および水分などの環境条件と土壌 CO2 ガスフラックスとの関係式を
構築し，この関係式から約 1℃の表層土壌温度の上昇に対する土壌 CO2 ガスフラックの増加量を推算し，温
暖化に伴うフィードバック効果を検証することを目的としている。また，陸域 CO2 地中貯留実施地域に居住す
る住民の安全・安心を担保する上で必要な地表 CO2 ガスフラックスのモニタリングに不可欠な土壌 CO2 ガス
フラックスの自然ベースラインの確立方法を提示する。 
 
３．研究の方法 

(1) 測定実施フィールド 
本研究では，九州大学伊都キャンパス西側に位置する測定フィールド（図 1）で土壌 CO2 フラックスの

測定を実施した。 このフィールドは，これまでさまざまな環境研究に使用してきており， 気象庁のデー
タベースによると，2017 年の平均気温は 17.6℃で，1 月の最低月平均気温は 7.4℃，8 月の最高月平
均気温は 29.5℃となっている。10 月には最大 289.5mm，11 月には最小 23.5mm の平均降水量となっ
ている。 

土壌特性が土壌 CO2 フラックスに影響を与える可能性が高いことから，以下に示す測定フィールド内
の異なった 3 地点を選択した，土壌 CO2 フラックスの連続測定を実施した。 

地点 A： 落葉と草で覆われている土壌面 
地点 B： 草で覆われた柔らかい土壌面 
地点 C： 小石が多く，草や落葉がない硬い土壌面 

(2)  土壌 CO2 フラックスおよび土壌温度の測定方法 
土壌 CO2フラックス Fs (μmol/m2/s)を正確に測定するために，著者らは，独自に開発した閉鎖

チャンバー法に基づいた測定装置を用いて土壌 CO2 フラックスの測定を実施した。土壌から放
出されたガスをトラップするために，直径 0.20m，高さ 0.35m の気密チャンバーを構成し，測定
システムを構築した（図 2）。さらに，1ppm の感度を有する CO2ガスセンサー，自動開閉方式
のバタフライ弁を土壌表面から 0.26m のチャンバー内に配置し，チャンバー上部の循環ファン
を使用してチャンバー内の空気を大気に置換した。 



土壌温度は，土壌 CO2 フラックスに関連する最も重要なパラメータである。 土壌温度を測定する適
切な深さを決定するために，土壌表面 5，7 および 10cm の深さで温度測定を行った結果，表面から深
さ 7 cm の温度がより安定しており，土壌 CO2 フラックスと最も高い相関係数を示したことから，本研究で
は，主に 7cm の深さで記録された温度データに対する土壌 CO2 フラックスに焦点を当てて議論した。 

.

図 1 九州大学伊都キャンパスにある測定フィール
ド内の異なる測定地点 A，B，C 

図 2 閉鎖チャンバー法を用いた土壌 CO2 フラ
ックス測定システム a）システムの概略図，b）
測定サイクルでバタフライ弁を用いた操作手順

  
土壌 CO2 フラックス測定の 1 サイクルの時間は 16 分で，測定に 10 分，空気循環に 1 分，バタフライ

弁の開閉に 5 分で構成される。 CO2 濃度と土壌温度を含むすべてのデータは，4 秒ごとに記録した。
一方，CO2 濃度の時間勾配は，データロガーを使用して 16 分ごとに記録を行った。 

(3) 土壌水分の測定 
土壌静電容量は，0〜2500 mV の範囲のセンサー出力によって測定される。これは，それぞれ 0 およ

び 100％の含水率に相当する。したがって，土壌水分は，出力電圧と測定された土壌水分との相関関
係から計算される。土壌水分容量は土壌タイプと相関関係があるため，土壌水分出力はサンプリングさ
れた土壌を使用して較正する必要がある。土壌水分センサーからの出力電圧と実験室での水分測定値
との相関関係を検証するために，測定フィールドの地点 A，B，および C からいくつかの土壌サンプル
が採取された。この相関関係を使用して，実験室の乾燥土壌に適切な量の水を加えて，水分含有量の
異なる混合土壌サンプルを調製した。次に，土壌サンプルは，現場の元の量と一致するプラスチック容
器に詰められました。 2 つの土壌水分センサーを土壌サンプルに挿入し，センサー出力，水分飽和度，
体積含水量，および土壌の重量含水量をさまざまな含水量について記録した。水の飽和度 Sw（％）は
単位細孔容積あたりの水の量として定義した。土壌水分量には，質量または体積として測定された重量
分析および体積測定の土壌水分が含まれる。土壌水分量は，湿った土壌と 105°C で乾燥した土壌との
差，またはオーブン乾燥重量として測定した。 

(4) 土壌有機物（Soil organic matter; SOM）の測定 
土壌有機物 SOM(-）と土壌水分は，測定フィールドの地点で 2.5cm の地下土壌層から採取された 1g

の土壌サンプルを使用して実験室で分析された。 まず，水分の重量は，最初の土壌サンプルの重量
から，105°C のオーブンで 1 時間乾燥した後の土壌サンプルの重量を差し引くことによって算定した。 
次に，灰分の重量を測定するために，土壌サンプルを 500°C の電気炉に 1 時間保持し，その後温度を
800°C に上昇させ 45 分間加熱し，さらに真空キャニスター内で冷却した。この加熱前後の土壌サンプ
ル質量の差から水分量を算定した。最後に，土壌有機物の質量は，最初の土壌サンプルの質量から水
分と灰分の質量を差し引くことによって算出し，その比率から SOM を求めた。 

(5) 土壌中におけるガス浸透率の測定 
降雨直後において土壌表面から排出される土壌 CO2 フラックスの減少は，主に土壌水分飽和度の増

加によって土壌内の孔隙が水で満たされるため，CO2 ガスの拡散が抑制されるためである。したがって，
本研究では，地点 A および B からの充填土壌（断面積 6.38 cm2，長さ 21.8 cm）を使用し，ダルシーの
式に従って CO2 ガス浸透率を求め，土壌中の水分飽和度とガス浸透率の関係を検証した。土壌のガス
浸透率の測定結果から，水分飽和度が高くなると，気孔率が低下するため，CO2 ガス浸透率が低下す
る。 ガス浸透率と水分飽和度の間の明確な相関関係として，土壌中の含水量の増加によって CO2 拡
散が抑制されていることを示している。 その結果，土壌への水分の物理的影響により，土壌の CO2 フラ
ックスが土壌水分の増加とともに減少することを実験によって確認した。 ただし，土壌水分飽和度の範
囲が低い（Sw ≤ 0.3）場合，土壌中の微生物活性が高まるため，土壌 CO2 フラックスへの影響が異なる。
その結果，地点 A の土壌の浸透率が地点 B のそれよりも低くなることがわかった。  
 



４．研究成果 

(1) 土壌 CO2 フラックスに対する環境要因の影響 
土壌 CO2 フラックスと土壌温度との関係を調べるために，地点 A で長期のデータを連続的に収集し

た結果を図 3 に示す。土壌 CO2 フラックスが土壌温度に対し指数関数的に増加し，土壌温度 0〜28°C
の範囲で上昇し，ピークを迎えている。しかしながら，土壌温度が 28°C を超えると，土壌 CO2 フラックス
は 35°C では 75％に減少している。この現象は，8 月の約 2 週間，降雨がなく，高い土壌温度（28°C 以
上）が長期間続いたときに，土壌微生物の活動が低下したことが原因と推定される。これらの結果は，夏
場の極めて高い温度条件では，微生物の炭素分解が抑制され，それによって CO2ガス生成が低下する
可能性があることを示す。さらに，乾燥条件下では根と微生物の活性が通常低く，土壌 CO2 フラックスも
低下することを示している。しかしながら，大分部の土壌温度範囲では，土壌温度の上昇が土壌 CO2 フ
ラックスを増加させる原因となっている。 

図 3 地点 A での土壌温度と土壌 CO2 フラックス
の測定結果 

図 4 地点 A で記録された土壌 CO2 フラックスと
水分飽和度(Sw)との関係 

 
図 4 に示すように，土壌 CO2 フラックスは Sw=0〜30％の範囲で土壌水分飽和度とともに増加する傾

向を示すが，30％を超えると土壌水分飽和度の上昇とともに減少に転じている。これは高水分飽和度レ
ベルの土壌からの CO2 フラックスの減少を示す。土壌中の孔隙が水で満たされ，その結果として土壌か
ら大気へのガス拡散率が低下するためと考えられる。土壌水分の増加は一般に土壌の生物活性を増
加させるが，非常に高い土壌水分条件下では，酸素の拡散が制限され，その後 CO2 排出量が減少す
るため，土壌の総 CO2 フラックスが減少している。水分飽和度 Sw> 0.4 の条件下では，土壌の孔隙率が
低下するため，拡散による CO2 と O2 ガス分子の相互の交換速度が低下する。  

土壌 CO2 フラックスと水分飽和度との相関関係は次式でまとめられる。 

 𝐹𝑠 𝑆 , 𝑇 𝐹𝑠⁄ 3.09𝑆 2.77𝑆 0.37           (a) 

一方，低い水分飽和度レベル（Sw <0.4）では，根や植物から炭素を分解することによって生成される
CO2 ガスは，表面から拡散する十分な酸素分子の下で水分によって加速される。 全体として，Sw = 0.4
の場合，土壌 CO2 フラックスは，O2 ガスの拡散を促し，かつ土壌中の微生物による炭素分解を促進す
ることによってピークに達している。 したがって，乾燥状態と湿潤状態の両方で，土壌から表面への
CO2 ガスガスフラックスがともに減少する。 

(2) 異なった地点での土壌 CO2 フラックス測定結果 
異なった土壌特性と環境要因が土壌 CO2 ガスフラックスに及ぼす影響を調べるために，3 か所の測

定地点から収集したデータを比較したものが図 5 である。3 か所の測定地点での土壌 CO2 フラックスと
土壌温度の関係に関するデータは，測定地点 A での土壌 CO2 フラックスが土壌温度の上昇とともに指
数関数的に増加したことを示している。 同様の傾向は，地点 A よりもかなり多い量の土壌 CO2 フラック
スを伴う地点 B でも記録された。反対に，測定地点 C では最小の土壌 CO2 フラックスが記録された。以
上の 3 地点における土壌 CO2 フラックスの測定結果をまとめたものが式(b)～(d)である。  

地点 A: 𝐹𝑠 0.487𝑒 .           (b) 
地点 B: 𝐹𝑠 1.76𝑒 .          (c) 
地点 C: 𝐹𝑠 0.128𝑒 .          (d) 

ここで，T(℃)は土壌温度であり，Fs Max(μmol/m2/s)はその温度に対する土壌 CO2 フラックスの最大値で

ある。全体として，土壌中の SOM の量が多いほど，土壌 CO2 フラックスは大きくなっている。 

(3) 土壌 CO2 フラックスの包括的モデル式の構築 
一般的に土壌 CO2 フラックスと関連する要因との相関関係は以下のように表すことができる。  

𝐹𝑠 𝐶 ∙ 𝐶 ∙ e            (e) 

ここで，CJ は SOM に関連する係数，Cs は水分飽和度に関連する係数，b(℃-1)は土壌温度 T(℃) の

影響を表す指数である。CJ と SOM および Cs と Sw の関係は，それぞれ次式となった。  

𝐶 46.27SOM 2.13SOM ;   𝐶 3.09𝑆 2.77𝑆 0.37      (f) 

以上の結果に基づいて，包括的な土壌 CO2 フラックスのモデル式を求めたところ，次式が得られた。 



𝐹𝑠 𝑇, SOM, 𝑆  46.27SOM 2.13SOM ∙ 3.09𝑆 2.77𝑆 0.37 e .       (g) 
この包括的推定式は，測定フィールドサイトの 3 地点の土壌 CO2 フラックスのベースラインデータを表

す。このデータは，陸域の CCS サイトからの CO2 ガス漏れを特定するためのベースラインのモデル式と
して使用できることを示す。漏えい事態に対する閾値線は，各 CCS サイトの通常の条件下でのさまざま
な土壌温度にわたる土壌 CO2 フラックスの最大値(FsMax)を結ぶラインに準拠して設定できるをことを表
す。ただし，閾値線を大きく超える CO2 フラックス値が観測された場合，CO2 漏出が自然破壊または構
造断層によって発生したことを示す証左となるものである。ただし，土壌表層への漏出源やその位置を
特定するためには，より広範囲に測定地点を増やす二次的なモニタリングが必要とされる。 

. 

図 5 測定地点 A，B および C における土壌 CO2 フラックスと土壌温度との相関関係の比較 

(4) 温暖化に伴う土壌 CO2 フラックスの増加ポテンシャル 
本研究では，測定された九州大学キャンパスにおける長期の土壌 CO2 フラックスデータに基づき，土

壌温度の日変動と季節変動に対するモデル式をアナロジー的に温暖化に対しても適用できるものと判
断し，地表面大気の温暖化に伴う表層土壌温暖の上昇を 1℃と仮定し，土壌 CO2 フラックスの増加ポテ
ンシャルを比率𝛿 (℃-1)を推定したところ，以下に示す式(h) 

𝛿
′

𝑏; 𝐹 ′ 𝑇         (h) 

で示される温度指数 b(℃-1)によって評価できることがわかった。すなわち，異なった気候や土壌利用条
件に依らず，温暖化に伴う土壌 CO2 フラックスの増加ポテンシャルを推定できることになり，多くの研究
に適用できる可能性が示された。 

図 6 土壌温度の測定範囲∆T に対する土壌か
らの CO2 排出増加比率 b(℃-1) 

図 7 全年間雨量(mm)に対する土壌からの
CO2 排出増加比率 b(℃-1) 

 
本研究における九州大学・伊都キャンパスを含む 10 か国 71 か所の測定に関わる公表データに基づ

き，土壌温度 T(℃)の測定範囲∆Ts(℃)に対して b(℃-1)の値をプロットした結果を図 6 に示す。土壌温度
の測定範囲∆Ts は測定地点り土壌温度の最大値と最小値の差を表し，∆Ts が 10℃以下のデータは，土
壌温度の測定範囲が狭いため b の算定誤差が大きく，その値がバラついている理由と判断される。一
方，∆Ts が 10℃以上の算定誤差が少ない場合では， 概ね b=0.10℃-1 であることがわかる。一方，年間
降水量に対して，b(℃-1)の値をプロットした結果を図 7 に示す。土壌用途や土壌特性が強く影響される
年間降水量に依らず，平均的に b=0.10℃-1 が示されている。 

いま，地球上の陸域全体からの土壌 CO2 排出量を 2200 億トンおよび土壌温度が平均 1 ℃上昇する
と仮定すると，𝛿=10%/℃であることから年 220 億トンの土壌 CO2 排出量の増加ポテンシャルが算定され，
その値は国連などが公表している世界の CO2 排出量の削減量目標に近い値に匹敵することが明らか
になった。 
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